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単身世帯の消費動向 
―男性の所得減少、女性の消費性向低下が下押し圧力に ― 

調査部 主任研究員 小方尚子 

 
      《要 点》  

 
 人口が減少するなかでも、単身世帯は今後も着実に増加していくと見込まれる。単

身世帯の増加は、一人当たりの消費額の増加を通じ、マクロの個人消費市場を拡大

させる効果がある。もっとも、最近は、単身世帯の増加による消費押し上げ効果が

以前ほど得られなくなってきている。60歳未満の単身男性では、可処分所得の減

少に伴い消費が大幅に減少した。60歳未満の単身女性では、消費性向が大幅に低

下し、消費額が減少している。 

 

 60歳未満単身男性の所得減少は、対抗手段が乏しいまま人件費削減圧力に晒され

たことが原因である。二人以上世帯のような「共働き効果」がなかったうえ、男女

雇用機会均等化の恩恵を受けた女性のような処遇改善も得られなかった。一方、60

歳未満単身女性の消費性向の低下は、社会保障制度の持続性に対する不安に加え、

晩婚化・非婚化が将来の生活不安を高めたことが大きな原因と考えられる。 

 

 先行きを展望すると、単身男性については、企業・雇用者双方に従来型の雇用増に

対する逆風が存在するなか、雇用・所得環境の改善は緩やかなものとなる可能性が

高い。また、女性の生涯未婚率がさらに上昇するため、単身女性の消費性向の低下

も当面続くと予想される。 

 

 60歳未満単身世帯の消費低迷の背景には、男女ともに社会の構造変化のなかで生

計の安定性が低下していることがある。将来のより広範な消費低迷リスクを回避す

るためには、景気回復に伴う雇用・所得環境の改善を待つだけでは不十分であり、

賃金デフレからの脱却に資する労働市場改革、社会保障制度改革、女性の所得改善

に向けた取り組み、といった日本経済の構造改革を加速させていく必要性が改めて

明らかになっている。 
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１． 単身世帯の増加が消費を押し上げ 

わが国の人口は、2010年をピークに減少に転

じたが、単身世帯数は増え続けている1。2010

年から 2015年にかけて単身世帯は高齢者を中

心に 163万戸増えた（図表１）。 

こうした単身世帯の増加は、国内消費市場を

拡大させる効果がある。これは、一人当たり消

費額は世帯人数が少ないほど多くなる傾向があ

るためである（図表２）。過去５年間の平均でみ

ると、一人当たり消費は、単身世帯で月 13.6

万円であるのに対し、二人以上世帯では同 8.8

万円にとどまる。この金額を基に機械的に試算

すると、過去５年間の名目個人消費の年平均＋

0.8％の増加のうち、0.1％ポイントは単身世帯

の増加によるものだったという結果が得られる。 

今後を展望しても、2015 年から 2030 年にか

けて、単身世帯数はさらに 147万世帯増えると

見込まれるため、同様の消費押し上げ効果が期

待されるところである。もっとも、単身世帯の

消費行動にみられる継続的な変化を踏まえると、

先行きは従来ほどの効果が出てこない可能性が

ある。 

 

２．単身世帯の消費額が減少 

（１）60 歳未満単身世帯で消費減少 

特に大きな変化は、60歳未満の単身世帯で消

費額が大幅に減少したことである（図表３）。 

とりわけ 35歳未満単身世帯の消費額は、2000

年の月 15.3万円から 2018年2には同 12.4万円

と▲19.0％も減った。35～59歳では足許でやや

持ち直しているものの、二人以上世帯の一人当

たり支出額や 60歳以上世帯と比較すると、減少 

                                                   
1 本稿でとりあげる単身世帯は、総務省「国勢調査」の分類

に沿い、「一戸を構えて住んでいる単身者」、「間借り・下宿

などの単身者」、「会社などの独身寮の単身者」である。老

人ホーム、病院等を中心とする「施設等の世帯」（人口の

2.2％、2015 年）は除く。支出動向を見る際に用いた総務

省「家計調査」の単身世帯は学生を含まない。 

2 2018 年の「家計調査」のデータは、調査方法変更の影響を

加味した変動調整値を用いた。年齢別データは、全年齢平

均の調整率を適用した試算値。 

図表１ 単身世帯数と人口 

（2010年以降の増減幅）

 

図表２ 世帯員数別一人当たり月額消費額 

 

図表３  世帯主年齢別の一人当たり消費額 
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が際立っている。2000年から 2018年には、３

度の景気後退3を経験しているが、単身世帯では

各後退局面における消費減少が他のタイプの世

帯よりも大幅だったうえ、景気拡大局面におけ

る消費回復も鈍かったことを意味する。 

60歳未満の単身世帯の消費額を、男女別にみ

ても、ともに減少している。所得データが公表

されている勤労者世帯についてみると、2018年

の消費支出は、単身男性世帯（以下、単身男性）

で 2000年対比▲15.6％、単身女性世帯（以下、

単身女性）で同▲18.4％の減少となった4。 

もっとも、男女では減少の背景に違いがみら

れる。消費額減少の要因を所得と消費性向に分

けてみると、男性では、35～59歳の可処分所得

が▲19.9％と大幅に減少したことが消費減少の

主因であるに対し、女性では、35歳未満を中心

に消費性向の低下が主因となっている（図表４）。 

 

（２）単身男性の所得減少の背景 

このうち 60 歳未満単身男性の可処分所得の

大幅減少については、強まる人件費削減圧力に

直面したことが背景にある。 

同じ期間の二人以上世帯について見ると、働

き手を増やすことで世帯全体の可処分所得を下

支えする行動がとられた（図表５）。二人以上世

帯でも、2000年代には可処分所得の減少傾向が

続いたが、共働きや勤労収入のある子どもとの

同居によって、世帯主以外の所得が増え、世帯

全体の所得を下支えする傾向が強まっている。

当然ながら単身男性にはこうした効果は期待で

きない。 

一方、女性単身世帯では、男女雇用機会均等

化の動きが所得の下支えに作用した。統計の制

約から、単身世帯に限らないデータとなるが、 

                                                   
3 デフレ不況（2000 年 12 月～2002 年１月）、リーマンショ

ック不況（2008 年 3 月～2009 年 3 月）、超円高不況（2012

年 4 月～11 月） 
4 家計調査の単身世帯データは、全体でも約 700 世帯とサン

プル数が少ないため、年による振れを均すために累計で変

化をみた。また。消費性向との関係をみるため、以下では、

住居と移転支出を含む世帯消費支出を用いた。 

図表４ 60 歳未満勤労単身世帯の消費変化 

（2000 年以降累計） 

 

 

図表５ 勤労者世帯の可処分所得 
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2017 年の男性のフルタイム労働者の平均年収

は、552万円と 2000年対比 10万円減少し5、年

齢階層別にみると、30 歳代、40 歳代を中心に

20～50万円減少している（図表６）。 

これに対し女性は、2017年に 378万円と 2000

年から 28 万円増加している。1986 年の男女雇

用機会均等法の施行以降に増えた総合職女性が

40～50歳代に達したことが、押し上げに作用し

ている。実際、役職者比率の推移をみると、ポ

スト不足が生じるなかで 40 歳代男性では低下

する一方、女性では上昇傾向をたどった（図表

７）。男性では、もともと総合職比率が高く、中

高年者を中心に賃金水準も高かっただけに、賃

金における年功部分の比率低下や雇用の非正規

化の影響が大きく出てきている形である。 

このように、60歳未満の単身男性は、二人以

上世帯や女性のような所得下支え要因がなかっ

たため、賃金抑制圧力の影響がもっとも顕著に

現れた層となっている。 

 

（３）単身女性の消費性向低下の背景 

一方、60歳未満単身女性の消費減少の主因は

消費性向の低下である。この要因として、３つ

の可能性を検討してみた。 

第１に、女性の賃金上昇の影響である。 

一般に所得の高い世帯ほど消費性向は低い傾

向がある。単身世帯の場合は、年収が１万円多

いと、消費性向が 0.05％ポイント低くなってい

る（図表８）。このため、既にみた 60歳未満単

身女性の年収の 2000年以降の増加 28万円は、

消費性向を 1.4％ポイント押し下げる効果があ

ったとみることができる。 

第２に、単身女性で支出ウェイトの高い費目

における物価下落の影響である。 

世帯タイプにより、消費支出内容はかなり異

なる一方、物価変動幅も分野により大きく違っ 

                                                   
5 2017 年は厚生労働省「賃金構造基本統計」データからの概

算値。2017 年６月の定期給与×12＋2016 年間の特別給与。 

図表６ 年齢階層別のフルタイム労働者の年収 

 

図表７ 年齢階層別役職者比率（非役職者対比） 

 

 

図表８ 単身世帯の年収と消費性向 

 

▲ 60

▲ 30

0

30

60

90

120

150

0

100

200

300

400

500

600

700

2
0
～

2
4

2
5
～

2
9

3
0
～

3
4

3
5
～

3
9

4
0
～

4
4

4
5
～

4
9

5
0
～

5
4

5
5
～

5
9

6
0
～

6
4

2
0
～

2
4

2
5
～

2
9

3
0
～

3
4

3
5
～

3
9

4
0
～

4
4

4
5
～

4
9

5
0
～

5
4

5
5
～

5
9

6
0
～

6
4

変化幅（右目盛）

2000年（左目盛）

2017年（左目盛） （万円）

（資料）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」を基に

日本総合研究所作成

（注）６月の定期給与×12＋年間の賞与その他特別給与。

（万円） 【男性】 【女性】

（歳）

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

30～39 40～49 50～59

（％）

（資料）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

（注）各年齢階層は左端を起点に2001年～2017年の値。

【男性】

（歳）

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

30～39 40～49 50～59

部長級

課長級

係長級

（％） 【女性】

（歳）

y = ▲0.05x + 89.69

R² = 0.77

50

55

60

65

70

75

80

85

90

95

100

100 300 500 700 900

（消費性向、％）

（年間実収入、万円）（資料）総務省「家計調査」

（注）2002～18年の単身世帯の年間収入五分位階級別

データから作成。



    

日本総研 Research Focus 5 

ている（図表９）。このため、単身女性で支出ウ

ェイトが大きい費目で物価が大幅に下落すると、

消費行動に変化がない場合でも、名目消費額が

下振れする「デフレ効果」により、消費性向が

下がることがあり得る。 

もっとも、2000年の支出ウェイトを用いて世

帯属性別の消費者物価を試算してみると6、こう

した「デフレ効果」は限られている。単身女性

で支出ウェイトが相対的に高い「住居」で大幅

に物価が下落したことは、単身女性世帯の物価

の下振れに作用した。また物価が上昇した「外

食」のウェイトが相対的に低いことは、物価上

昇抑制に作用した。このため、単身女性世帯の

物価下落幅は、単身男性の物価下落幅よりも大

きかったものの、消費性向押し下げ効果は、単

身男性対比 0.5％程度にとどまっている（図表

10）。 

第３に、将来不安の影響である。 

これまでにみた賃金と物価の影響は、所得水

準が同じ個人の消費行動が変わらなくても、単

身女性全体では消費性向が変動し得るものであ

った。しかし、いずれも消費性向の大幅低下の

主因とは言い難い。このため、単身女性の消費

行動が変化している可能性が高い。こうした消

費行動の変化（抑制）による消費性向の低下は、

一般的に将来不安の表れとみなされる。社会保

障制度の持続性に対する不安に加え、女性の場

合、晩婚化、非婚化も将来不安の要因となって

いるとみられる。実際、未婚女性のうち、いず

れ結婚したいという者の割合は低下していない

一方で7、女性の生涯未婚率は、2000年代半ば

から上昇が加速している（図表 11）。女性は、

同じ職種、年齢層の男性と比べ所得水準が低く

（次頁図表 12）、単身であり続けることが、結

果的に生計の安定性を低下させるリスクと不安 

                                                   
6 の支出ウェイトは（図表９）の 12 分野に分けて試算した。 

7 国立社会保障・人口問題研究所「結婚と出産に関する全国

調査」によると、未婚女性で結婚する意思のある者の割合

は、90 年代以降、40 歳未満でほぼ横ばいで推移しているほ

か、40 歳代ではむしろ上昇傾向にある。 

図表９ 分野別のＣＰＩ変化率（2000～2018 年）と 

勤労者世帯の支出シェア（2018 年） 

 

図表 10 世帯属性別消費者物価の推移 

 

図表 11  生涯未婚率 
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を男性以上に高める要因となると考えられる。

このため、女性の生涯未婚率と 60歳未満の単身

女性の消費性向との間には、強い逆相関の関係

がみられる（図表 13）。 

なお、消費性向の低下に伴って増加する貯蓄

は、一部、住宅投資に回っているとみられる8。

単身女性の持ち家率が、40歳代を中心に高まっ

ているためである9（図表 14）。「家賃支払い」

が「土地家屋借金返済」に置き換わるのであれ

ば、統計上「消費支出」が減っても「住宅投資」

が増えることになるため、経済にとって必ずし

も問題視する必要はない。 

もっとも、60歳未満単身女性の 2000年から

2018年にかけての名目支出額の減少▲13.4％

のうち、住居の寄与度は▲1.4％ポイントにとど

まる。このため、住宅投資の増加を消費性向の

低下の主因とみなすことはできない。 

 

３．今後の見通し 

今後を展望すると、60歳未満単身男性の所得

減少傾向については、早晩、歯止めがかかると

みられる。景気拡大の長期化と、人口の減少局

面入りを背景とした中期的な雇用・所得環境の

改善が続くためである。しかし、その一方で、

顕著な回復も見込み難い。景気拡大局面入り後

も新たな単身世帯形成予備軍である新卒者のパ

ート比率の上昇が続いており（次頁図表 15）、

平均賃金への押し下げ圧力が根強いためである。

固定費増大につながる正規雇用の拡大に対する

企業の根強い慎重姿勢がうかがえる。 

                                                   
8「家計調査」では、「家賃」は、「消費支出」にカウントされ

る一方、「土地家屋借金返済」は「実支出以外の支出」であ

り、「消費支出」には含まれない。 

9 2012 年末以降の今次景気拡大局面では、二人以上の若年世

帯で「住宅ローンを支払っている世帯の割合」が高まるな

かで消費性向が低下している。このため、景気回復と低金

利が続く下で住宅購入に動く世帯が増え、ローン返済負担

が消費を下押ししている側面が指摘できる。単身世帯につ

いては、サンプル数が少なく「住宅ローンを支払っている

世帯の割合」は公表されていない。持ち家率は、親等から

の相続・生前贈与等でも上昇するため、すべてを住宅購入

の増加によるものとみなすことはできないが、一定数は二

人以上の若年世帯同様の住宅購入の増加によるものとみら

れる。 

図表 12 男女・雇用形態別の年収（2016 年） 

 

 

図表 13 女性の生涯未婚率と消費性向 

 

 

図表 14 単身女性の持ち家率 

 

 

0
100
200
300
400
500
600
700
800

2
0
～

2
4

2
5
～

2
9

3
0
～

3
4

3
5
～

3
9

4
0
～

4
4

4
5
～

4
9

5
0
～

5
4

5
5
～

5
9

2
0
～

2
4

2
5
～

2
9

3
0
～

3
4

3
5
～

3
9

4
0
～

4
4

4
5
～

4
9

5
0
～

5
4

5
5
～

5
9

男性 女性

（万円）

（資料）厚生労働省「賃金構造基本調査」から日本総合研究所作成。

（注）６月の定期給与×12＋年間の賞与。
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また雇用者の側でも、正規雇用の職に就けず

にやむなく非正規雇用の職に就く者の割合が低

下する一方、「自分の都合のよい時間に働きたい」

など、長時間労働は避け、働く時間を自分でコ

ントロールしたいなどの志向が、新卒者の多い

20歳代男性でも高まりつつある（図表 16）。 

このように企業・雇用者双方に従来型の雇用

増に対する逆風が存在するなか、雇用・所得環

境の改善は緩やかなものとなる可能性が高い。 

一方、60歳未満単身女性の消費性向について

は、先行きも生涯未婚率が上昇するため、厳し

さが続くと予想される。40歳時点の未婚率が上

昇すると、生涯未婚率が高まる傾向があるため、

2020 年にかけて、女性の生涯未婚率は 2015 年

時点からさらに上昇し、20％に達する見込みで

ある（図表 17）。このようにみると、単身女性

の消費性向が低下する傾向は当面続くことが懸

念される。 

 

４．求められる対応 

こうした 60 歳未満単身世帯の消費減少を放

置すると、加齢とともに消費低迷が高齢者層に

も広がっていく恐れがある。このため、単身世

帯の所得・消費拡大を促す取り組みは待ったな

しの急務といえる。 

あらためて整理してみれば、60歳未満単身世

帯の消費低迷は、男性、女性とも社会の構造変

化のなかで、生計の安定性が低下したためであ

るとみることができよう。男性の場合は、雇用

の非正規化をはじめとする賃金低下圧力に対抗

する手段が乏しいなかで、所得減少圧力に晒さ

れている。また、女性の場合も、所得だけをみ

れば改善傾向にあるものの、一方で晩婚化・非

婚化による生計の安定性低下のリスク増大を打

ち消すには足りず、消費性向が低下している。 

このようにみると、単身世帯の消費回復に向

けた課題としては、以下の３点があげられる。 

 

 

図表 15 男性の新卒パート比率の推移 

 

 

図表 16 男性の非正規雇用に就いた理由 

 

図表 17 女性の生涯未婚率の見通し 
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45～49歳と50～59歳の未婚率の単純平均。

（年）

予 測



    

日本総研 Research Focus 8 

第 1 に、所得の回復に向け賃金デフレからの脱

却を確実なものとすることである。賃金デフレか

らの脱却に向け、政府は、既に春闘に際しての賃

金引上げ要請などを続けているが、持続的な賃金

引き上げの実現には、企業の生産性・収益性向上

が重要であり、この動きを支える労働市場の流動

性向上に向けた労働市場改革が急がれる。 

なお、女性を中心に晩婚化、非婚化が生活の安

定性を低下させているものの、これを人為的に反

転させることは、政策面から介入しにくい問題で

あるだけでなく、そもそもどこまで効果があるの

か疑問の余地が大きい。既に晩婚化、非婚化につ

いては、地方自治体などで、少子化対策の一環と

して、婚活支援事業に乗り出している例も多   

図表 18 経済的理由から独身でいる未婚者の割合 

い10。しかし、非婚の要因として経済的理由を挙 

げる人の割合が増えている（図表 18）。そのような観点からは、女性の所得が男性に比べ全体とし

てその水準が低いこと、さらに結婚相手となりうる単身男性の所得が減少していることに問題の根

があるといえよう。このため、まず取り組むべきは、男女を問わず単身者の経済力向上であると考

えられる。 

第２に、社会保障制度改革である。労働市場改革で不利益を蒙る労働者の再雇用・再訓練を円滑

にするようなバックアップ体制は欠かせないほか、従来に比べ受益が減る方向にある高齢層の就業

環境整備も必要であろう。社会保障制度の持続性への信頼回復がないと、仮に単身男性で所得が改

善しても、単身女性と同様に貯蓄が増え、消費回復にはつながらない可能性がある。 

第３に、女性の所得改善に向けた取り組み強化である。このためには、まずは「女性活躍推進法」、

「同一労働同一賃金」などの施策を着実に実施していくことが重要である。もっとも、こうした女

性就業者の処遇改善を企業に求める政策を実効性のあるものとするには、学校・家庭の役割も大き

い。大学院進学率、理数系専攻者割合などにおける男女の偏りは、就業以前の高賃金業種・職種で

働く人材を育てる段階における格差の存在を示している。学校・家庭において、女性が自立した経

済力を持たないことのリスクが増大している現状への理解を深め、キャリア教育を見直していくこ

とが急がれる。 

単身世帯の消費低迷の現状からは、将来のより広範な消費低迷リスクを回避するために、景気回

復に伴う雇用･所得環境の改善を待つだけでは不十分であること、日本経済の構造改革を加速させて

いく必要性があることが改めて明らかになっているといえよう。       

  

  以 上 

 

 

                                                   
10 北海道(子ども未来推進局子ども子育て支援課) 結婚・妊娠・出産・育児総合ポータルサイト「ハグクム」、神奈川県（県民局次

世代育成部青少年課）「恋カナ」事業、長崎県（こども未来課）「ながさきめぐりあい」事業など。 
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92 97 02 05 10 15

女性 男性（％）

（資料）国立社会保障・人口問題研究所「結婚と出産に関する全国調査」

（注）最大３つまでの複数回答で「結婚資金が足りない」「 結婚生活のた

めの住居のめどがたたない」を理由に挙げた割合。他の選択肢は

「若過ぎる」、「必要性を感じない」、「今は仕事(学業)にうちこみた

い」、「今は趣味や娯楽を楽しみたい」、「独身の自由さや気楽さを失

いたくない」、「適当な相手にめぐり会わない」、「異性とうまくつき

合えない」、「親や周囲の反対」、「その他」。

（年）
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